
年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

2.子どもや女性が生き生きと活動する環
境づくり

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 16

施　 策
子どもや女性が生き生きと活動する環
境づくり 1

28 3

4,890

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

3,717

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

2,907

○

○

○

○

○

合計

×

×

○

○

○

○

○

×

○

○

○

2,907

男女共同参画講演会　1回
リレー講座　6回

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

点

単位

％
リレー講座男性参加率

指標化できない成果

計画値

実績値

男女共同参画講演会参加者
満足度

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

％

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 2,728

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

男女共同参画事業

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

人権推進費

人権推進費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

すべての市民（市・市民・事業所）
※男女共同参画推進条例第5条

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

男女平等の意識づくりのために、市民啓発に努める。
また、行政委員会や条例などによって設置された委員会等の委員数の女性参画率５０％を目標に掲げ、男女共同参画社会の
実現をめざす。

市民啓発や職員研修などの講座を開催する。
啓発資料の作成・配布を行う。
審議会を開催し、女性参画率アップに向けた市民コンセンサスづくりを取り組む。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,097

実績値

0.55

2,907一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

50.00 地方自治法202条の3に基づく委
員のうち女性委員数
H2５　３８８名中１４１名
地方自治法180条の5に基づく委
員のうち女性委員数
H2５　５２名中６名

年度

800.00

H28

人

千円

H2832.70

0.55

単位当たりコスト①

30.00

－

－

30.00

99.00

リレー講座の男性参加率計画値

実績値

30.0030.00

24.30 14.58

－

202.14% －

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

一般財源等合計

133.00

25年度

560.00

－

50.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

1,132.00

女性参画率
50.00

各種講座等参加者数

－

実績値

計画値

102.14%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

282.00

合計

人

指　標　名　等

7,618

必要人員

7,618 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

33.40

50.00

800.00

－

97.77 98.15

95.00 98.00

－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

参加者アンケートによる満足度の
平均点

95.00

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

5,814

800.00

年度

年度

H28

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

特になし

解決できていない課題

男女共同参画を推進するためには、女性が中心となった組織の活用、ま
たは、女性が中心となって運営する組織の立ち上げが必要であるが、そ
の組織の中核を担う人材の確報が最も大きな課題である。また、人材が
確報できてもその人件費の問題など財政的な問題も浮上する。
20代～40代までの若い世代が、男女共同参画事業へ参加し、事業の企
画立案に関わるようになれば啓発の効果は高まる。しかし、若い世代を
引きつける啓発が行われていないことが課題である。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している
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事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

市民部　人権多文化共生推進室担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.55

5,814

0826
（42）5630

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

人権推進事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている6

電話
原田　和雄

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

野川　栄治

チェック

効果については、参加者数や満足度で把握している。満足度に
ついては昨年に引き続き高い評価を得た。また、参加者につい
ては昨年度と比較して多数の参加を得る事ができた。
女性の参画率指標として挙げている、審議委員などの公的な委
員数については、目標の達成ができなかったが昨年より率が上
がった。女性の登用率の向上については、長期的な課題となら
ざるを得ない。

男女共同参画推進条例及びプランに基づき、男女がともに個人
として尊ばれ、互いに認め合い、個性と能力が発揮でき、社会
のあらゆる活動や意思決定に平等に参画できるまちをめざし
て、効率的に事業を推進している。
女性が中心となって運営する組織の立ち上げが必要であるが、
組織の中核を担う人材が見当たらない。
また、単位あたりのコスト削減につながるため、参加者を効果
的に集める工夫が求められる。

男女が性別により差別さることなく、女性の社会参画しやすい
男女共同参画社会の環境づくりを行う。啓発を浸透させるため
に、市民が参加しやすい講演会や講座を行う。

男女共同参画審議会については今年度開催ができなかった。
ホームページを利用し事業の推進状況を報告。

○

○

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

800.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）
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（ ）

円 円 円

円 円 円

●
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×

×

×

×

○

○

×

○

○

○

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

市以外が実施主体になりえない事務事業である

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

○

○

○

担当部課

作成者氏名
備考欄（留意事項）

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

○

3

市民部　人権多文化共生推進室 0826
（42）5630

国や県と重複のない事務事業である

安芸高田市民会議は市民団体の統合組織でありながら、各支部
の活動もあわせて行政が事務局を担っている。（他の自治体に
おいても同様の状況である。）メリットとしては市民会議の活
動が広く市全体に浸透しやすく、活動の成果もあわせて広がり
やすい点にある。また事業効率からも重複しているほうが望ま
しいといえる。しかしながら、これからの学校規模適正化事業
や職員数及び予算の減少を考えると、現在の運営スタイルが最
善とはいいがたい状況である。今後は行政に変わり、青少年健
全育成をリードしていける団体育成を検討する必要があるが、
関係団体においても日常は別の仕事をされており、具体的には
事務局を担う人材が求められている。青少年育成相談窓口を設
置や非常勤職員の雇用など検討する必要もある。

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

野川　栄治

チェック

青少年健全育成については、「地域の子どもは地域で育てる」
を合言葉に、多くの関係団体が関わって組織し運動を展開して
いる。組織としては６町に各支部と母体である安芸高田市民会
議があり、主たる事業である「指導者の研修」「あいさつ運
動」「青少年の意見主張」に取組んでいる。行政としては青少
年育成プランを策定しており、安芸高田市民会議（各支部を含
む）と連携し事業支援を中心に（事務局はいづれも行政）青少
年健全育成活動をおこなっている。課題としては関係団体の統
合が進んでいない点と安芸高田市民会議と各支部の活動が重複
している点が挙げられるが、平成１６年の合併により安芸高田
市民会議が設立されており、この間の活動においては各支部の
継続した活動に支えられているため、統合が難しい状況にあ
る。しかしながら学校規模適正化事業や職員数及び予算が減少
していく中で、安芸高田市民会議への統合が急がれる現状もあ
る。

青少年の意見主張は、青少年の主体的な成長を促進するため
に、各地域及び市全体で、特色を持ちながら取り組まれてい
る。今年度開催した安芸高田市民会議が担当する子ども・若者
育成フォーラムにおいては、安芸高田市PTA連合会、安芸高田
市子ども会連合会と３団体で主催し、目標は達成できなかった
ものの、前年度を超える75０名の参加があった。また、各大
会でアンケートを取り組み、常に参加者の感想をまとめたり、
意見発表報告集の作成し、大会の成果を市民にフィードバック
にしている。あいさつ運動や研修会では、企画実施の段階から
市民団体に加わっていただき、多くの参加者を得ている。職員
の能力開発については、薬物乱用指導員研修や不登校児童対応
アドバイザー研修など受講し、能力開発に努めている。

○

電話
北森　一平

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

人権推進事業費

人権推進費

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

一般財源等合計

単位あたりコストを削減することはできない

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

26年度

国県補助金等直接事業費

4,8065,136

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

項

目

1中事業

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

②

主な
関連

予算・
事業名

会計名

130

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

青少年育成プランの重点施策に沿った事業
①家庭の教育機能の強化（子育て家庭を対象とした講演等の開催）
②地域交流活動の促進（清掃作・地域行事への参加、ボランティア・ス
ポーツ文化活動の充実）
③内部事務（事務局体制）を青少年育成団体へ移管する課題
④各支部の団体運営の統一性の課題
⑤教育委員会との連携

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

改善項目

事務事業の概要（Plan）

③

①

H27 年度

年度

H27

700.00

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

解決できていない課題

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

－

H27－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

市内各地域において、あいさつ運
動を実施する。支部６回　合計6
回

目標値
（目標年度）

年度

特になし

計画値　会場最大収容人数700
人

24年度 25年度

650.00 750.00

700.00 700.00

26年度

年度

700.00

100.00%

－

4,994 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

250.00

6.00

計画値

－

250.00

34.34%

計画値

単位当たりコスト②

対　前　年　比

合計

人

指　標　名　等

4,994

必要人員

対　前　年　比

回

332.00

－

実績値

231.00

6.00

コ ス ト

148.00

25年度

1,388.00

1,350.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値
１１月あいさつ運動

－

1,317.00

計画値

コ ス ト

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

×

○

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した0.45

単位当たりコスト① 市
民
参
画

250.00

－

－

0.45

－

○

－

1,350.00

今後の計画値
（計画年度）

126.18%

6.00

6.006.006.00

－

計画値

実績値

95.0095.00

93.80 92.30

95.00

－

－

95.00 計画値　アンケート評価点数　平
均点95点

－

コ ス ト

114.00

青少年の意見主張

指導者研修会

計画値

1,100.00

26年度

人

千円

250.00 市全体及び各地域で研修会を実施
する。市1回　支部４回　合計５
回

年度

－

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市内の青少年育成団体及び、青少年育成に関わるすべての市民を対象とする。

青少年が社会における自らの役割と責任を自覚し、豊かな個性と能力を培い、心身ともに健やかにたくましく成長する環境
づくりを推進する広報啓発を行うとともに、市内青少年育成団体の活動の活性化を図り、青少年健全育成を推進する

実績値

0.45

985一般財源等

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

青少年育成啓発事業

3 平成

主要施策

施　 策
子どもや女性が生き生きと活動する環
境づくり

直接事業費 993

人件費

24年度 25年度

国県補助金等

受益者負担

コスト コスト（千円）

青少年育成団体に対して活動助成金を交付し、市内各地域ごとに(旧6町)で、学校、PTA、民政児童委員協議会、保護司
会、、地域振興会、スポーツ少年クラブ等へ呼びかけを行い、事業参画していただく。事業推進にあたっては、市職員が事
務局を統括し中心的な役割を担う。市内の主な行事は、青少年の意見主張(６回)、あいさつ声かけ運動、一般研修・指導者
研修、青少年標語募集、その他にも、啓発用懸垂幕の設置、チラシ・広報誌の配布など。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

4,001 4,130

市全体で開催の意見発表

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

人

対　前　年　比

単位

　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

点
市全体で開催の意見発表

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

単位 計画値

実績値

財源（千円）

人件費

コスト（千円）

1001,006 330

受益者負担

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

1,085

1,085

市全体及び各地域で研修会を実施
する。市1回　支部２回　合計３
回

×

×

○

○

○

合計

×

○

○

○

○

受益者負担を検証している

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

財源（千円）

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

千円

250.00

H27

目標年度に目標を達成できそうである

備 考
（指標の計算方法、算式等）

人

H27

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

安芸高田市民会議と連携して事業展開をしている。大きなイベ
ントについては、お太助フォン放送、広報誌への掲載、チラシ
の各個配布または回覧、新聞折込など、市民に対して参加の機
会を提供している。

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

市民への情報提供を行っている

年度

大事業

1

2.子どもや女性が生き生きと活動する環
境づくり

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

1

款

1

6

平成 16

人権推進費

一般会計28 3

民生費

社会福祉費

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

○

○市民のニーズが適正に反映されている

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

○

市以外が実施主体になりえない事務事業である

業界内でも鳥国を強化しており、安芸高田市においては期待ど
おりの規制が実施されている。

担当部課

作成者氏名

3

市民部　人権多文化共生推進室 0826

○

○

（42）5630

単位あたりコストを削減することはできない

国や県と重複のない事務事業である

毎年2回に分けて、対象となる店舗を巡回することで、事業の
効果を高めている。

広島県青少年健全育成条例に基づく青少年健全育成のための社
会環境整備に係る事業である。

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

備考欄（留意事項）
チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、

「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

23.00

野川　栄治

チェック

款

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている6

電話
北森　一平

市民のニーズを的確に把握している

妥
当
性

0.05

424

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

424

社会福祉費 緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

項

目

1

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人権推進事業費

人権推進費

中事業

主な
関連

予算・
事業名

大事業

民生費

132

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

③

H27 年度

年度

H27

0.00

年度

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

優先的に継続する

有害図書自動販売機完全撤去

解決できていない課題

特になし。

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

－

－
資源配分の方向性

年度

目標値
（目標年度）

年度

指導なし

24年度 25年度

0.00 0.00

0.00 0.00

26年度
備 考

（指標の計算方法、算式等）

一般財源等

時間外勤務手当

－

－100.00%

28.00

－

24年度

－

図書類自動販売機立入調査
率

合計

人

指　標　名　等

481

必要人員

481

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

100.00

図書類自動販売機立入調査
件数

－

実績値

計画値

100.00

単位

コ ス ト

一般財源等合計

15.00

25年度

28.00

－

100.00

100.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

－

82.14% －

計画値

－

計画値

実績値

0.000.00

0.00 0.00

0.00

－

－

0.00

0.00

悪質な店舗などの特別調査（Ｈ
25年度は該当なし）

年度

23.00

単位当たりコスト②

対　前　年　比

コ ス ト

H27

100.00

H27

0.05

単位当たりコスト①

千円

人

今後の計画値
（計画年度）

23.00

26.00 千円

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

100.00 自動販売機、書店、コンビニ、
ゲームソフト取扱店、カラオケ
ボックスなどの、有害図書等取扱
店の立入調査を実施する。（市内
全店舗を調査）

年度

23.00

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市内の図書類取扱店及び図書類自動販売機設置届者

青少年を取り巻く社会環境の整備を図る

実績値

0.05

33一般財源等

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

図書類自販機等立入調査事業

3 平成

主要施策

施　 策
子どもや女性が生き生きと活動する環
境づくり

26年度

直接事業費 36

人件費

24年度 25年度

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

図書類自販機の立入調査及び書店等の立入調査により青少年育成に対する理解を求め不適切なものについては指導をする。
7月及び11月（青少年健全育成強調月間）に書店等の調査を行い、必要があれば県職員が同行する特別調査(悪質と思われ
る箇所のみ)を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

国県補助金等国県補助金等

財源（千円）

直接事業費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

％

コ ス ト

計画値

単位

コスト

　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

件
指導件数（特別調査）

指標化できない成果

計画値

445

計画値

実績値

対　前　年　比

11

実績値

－

指　標　名

指導件数（立入調査）

413

○

○

○

合計

○

財源（千円）

人件費

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

自動販売機、書店、コンビニ、
ゲームソフト取扱店、カラオケ
ボックスなどの、有害図書等取扱
店の立入調査を実施する。（市内
全店舗を調査）

市
民
参
画

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

平成 16

人権推進費

一般会計28

受益者負担を検証している

3

1

1

2.子どもや女性が生き生きと活動する環
境づくり

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

33

33

コスト（千円）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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